
２０２０年３月

お客さま各位

「民法の一部を改正する法律」を踏まえた各種規定等の改定のお知らせ

平素より格別のご愛顧を賜り、誠にありがとうございます。

当金庫では、２０２０年４月１日に施行される「民法の一部を改正する法律」を踏まえ、各種規定等を

２０２０年４月１日より改定いたします。

なお、改定後の規定は、改定前よりお取引いただいているお客さまにも適用されますので、あらかじめ

ご了承ください。

記

１．主な改定内容

（１）後見人に関する届け出の義務化

「民法の一部を改正する法律」において、制限行為能力者が他の制限行為能力者の法定代理人とし

てした行為は取消すことができる旨が定められたことから、預金者の後見人等が法定後見制度の対

象となった場合にも当金庫に届出いただくことを明確にするものです。

「 普通預金（無利息型普通預金を含む）、貯蓄預金、納税準備預金共通規定」の例

※下線部を追加します。

５．（成年後見人等の届出）

家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合には、直ちに書面によって

成年後見人等の氏名その他必要な事項を届出てください。また、預金者の補助人・保佐人・

後見人について、家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始されたときも、同様

に当店に届出てください。

～ 略

前四項の届出の前に、当金庫が過失なく預金者の行為能力に制限がないと判断して行っ

た払戻しについては、預金者ならびにその成年後見人、保佐人および補助人またはそれら

の承継人は取消しを主張しません。

（２）規定等の変更方法の新設

各種規定変更の周知方法を明確にするため新設するものです。

「普通預金（無利息型普通預金を含む）、貯蓄預金、納税準備預金共通規定」の例

※条文を新設します。

１４． 規定の変更

この規定の各条項は、金融情勢その他の状況の変化その他相当の事由があると認められ

る場合には、民法第 条の４の規定に基づき変更するものとします。

前項によるこの規定の変更は、変更を行う旨、変更後の規定の内容およびその効力発生

時期を、店頭表示、インターネットその他相当の方法で公表することにより、周知します。

前二項による変更は、公表の際に定める１か月以上の相当な期間を経過した日から適用

するものとします。
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